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Ⅰ　平成 28年分の年末調整における留意事項等

　平成２８年１月１日以後に支払われるべき通勤手当の非課税限度額が１０万円から１５万円に引き上げら

れました。

（注）　 改正後の非課税規定は、平成２８年１月１日以後に支払われるべき通勤手当について適用されます。

　　　 なお、次に掲げる通勤手当については、改正後の非課税規定は適用されません。

　　①　平成２７年１２月３１日以前に支払われたもの

　　②　平成２７年１２月３１日以前に支払われるべき通勤手当で、平成２８年１月１日以後に支払われるもの

　　③　①又は②の通勤手当の差額として追加支給されるもの

【改正後の 1か月当たりの非課税限度額】

○　年末調整の際における精算の具体的な手続

　　平成２８年４月の改正前に支払われた通勤手当については、改正前の非課税規定を適用したところで

所得税及び復興特別所得税の源泉徴収が行われていますが、改正後の非課税規定を適用した場合に過納

となる税額は、本年の年末調整の際に精算する必要があります。

　（注）　  １　既に支払われた通勤手当が改正前の非課税限度額以下である人については、この精算の手続は不要です。

　２　年の中途に退職した人など本年の年末調整の際に精算する機会のない人については、確定申告により精算す
　　ることになります。

　３　給与所得の源泉徴収票の「支払金額」欄は、通勤手当のうち非課税となる部分の金額を除いて記入します（年
　　の中途に退職した人などに対し、既に給与所得の源泉徴収票を交付している場合には、「支払金額」欄を訂正す
　　るとともに、「適用」欄に「再交付」と表示した給与所得の源泉徴収票を作成し、再交付する必要があります。）。

≪具体的な手続≫

　年末調整の際における精算の具体的な手続は、次のように行います。

イ　既に改正前の非課税規定を適用したところで所得税及び復興特別所得税の源泉徴収をした（課税され  

た）通勤手当のうち、改正後の非課税規定によって新たに非課税となった部分の金額を計算します。

ロ　「平成２８年分給与所得・退職所得に対する源泉徴収簿」（以下この項において「源泉徴収簿」といい

ます。）の「年末調整」欄の余白に「非課税となる通勤手当」と表示して、イの計算根拠及び今回の改

正により新たに非課税となった部分の金額を記入します。

ハ　また、源泉徴収簿の「年末調整」欄の「給料・手当等①」欄には、給料・手当等の総支給金額の合計

額からロの新たに非課税となった部分の金額を差し引いた後の金額を記入します。

ニ　以上により、改正後の非課税規定によって新たに非課税となった部分の金額が、本年の給与総額から

一括して差し引かれ、その差引後の給与の総額を基にして年末調整を行います。

１　通勤手当の非課税限度額

区　分
課税されない金額

改　正　後 改　正　前

①　交通機関又は有料道路を利用している人に支給する
通勤手当

１か月当たりの合理的な
運賃等の額
（最高限度　150,000円）

１か月当たりの合理的な
運賃等の額
（最高限度　100,000 円）

②　自動車や自転車などの交通用具を使用している人に
支給する通勤手当

改正無

③　交通機関を利用している人に支給する通勤用定期乗
車券

１か月当たりの合理的な
運賃等の額
（最高限度　150,000円）

１か月当たりの合理的な
運賃等の額
（最高限度　100,000 円）

④　交通機関又は有料道路を利用するほか、交通用具も
使用している人に支給する通勤手当や通勤用定期乗車
券

１か月当たりの合理的な
運賃等の額と②の金額と
の合計額
（最高限度　150,000円）

１か月当たりの合理的な
運賃等の額と②の金額と
の合計額
（最高限度　100,000 円）
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（注）　上記では、源泉徴収簿に計算根拠を記載することとしていますが、この方法によらなくても、正しく復興特別所得税
　　を含めた年税額が算出され、その計算根拠が何らかの方法で記録、保存されていれば、源泉徴収簿への計算根拠の記載
　　は省略しても差し支えありません。

【源泉徴収簿の年末調整欄を使用した計算】

前年の年末調整に基づき繰り越した過不足税額 

控除対象配偶者 老人扶養親族 
障害者等 配

偶
者
の
有
無 

有
・
無 

一 般 
一  般  の 
控除対象 
扶養親族 同居老親等 その他  

特  定  扶 
養  親  族 

当初 
有・無 

当初 
有・無 

当初 
人 
当初 
人 
当初 
人 
当初 
人 
当初 ・一般の障害者 

  本人・配・扶（ 人） 
・特別障害者 
  本人・配・扶（ 人） 
・同居特別障害者 
  配・扶（ 人） 
・寡 婦・特別の寡婦 
・寡 夫 
・勤労学生 
 

人 
当初 

月 日 
人 

人 

月 日 
人 

月 日 
人 

月 日 
人 

月 日 
人 

月 日 
人 

月 日 
人 

月 日 
人 

月 日 
人 

月 日 
人 

月 日 
人 

月 日 
有・無 

有・無 
月 日 

月 日 
有・無 

有・無 
月 日 

老  人 

同上の税額につ 
き還付又は徴収 
した月区分 

整 理 
番 号 

 
円  

該当するものを○で 
囲んでください。 

円  月  月  円  円  

円  

（フリガナ） 

（生年月日 明・大・昭・平  年   月   日） 

 別 月 別 月

従たる給与  
から控除する 
控除対象配偶 
者と控除対象 
扶養親族の合 
計数 

 額税たし収徴は又付還 額税たし収徴は又付還  高 残 引 差 高 残 引 差

氏  

名 

扶
養
控
除
等
の
申
告 

年
 
 
 
 
 
 
末
 
 
 
 

申
告
の
有
無 

有
・
無 

（         ） 

配偶者の合計所得金額 
（         円） 

旧長期損害保険料支払額 
（         円） 

⑩のうち小規模企業共 
済等掛金の金額 
（         円） 

⑪のうち国民年金保険 
料等の金額 
（         円） 

（1,000円未満切捨て） 

社会保 
険料等 
控除額 

区          分 
給 料 ・ 手 当 等  
賞 与 等  

計 

給与所得控除後の給与等の金額 

生 命 保 険 料 の 控 除 額  

地 震 保 険 料 の 控 除 額  

配 偶 者 特 別 控 除 額  
 
所 得 控 除 額 の 合 計 額  
（⑩＋⑪＋⑫＋⑬＋⑭＋⑮＋⑯） 

配偶者控除額、扶養控除額、基礎控 
除額及び障害者等の控除額の合計額 

差引課税給与所得金額（⑨－⑰） ○19

円  ① 
④ 

⑦ 

⑨ 
⑩ 
⑪ 
⑫ 
⑬ 
⑭ 
⑮ 
⑯ 

⑰ 

円  ③ 
⑥ 
⑧ 

⑱

金        額 税        額 

給与等からの控除分（②＋⑤） 

申告による社会保険料の控除分 
申告による小規模企業 
共済等掛金の控除分 

　平成２８年１月１日以後に支払われる給与等の源泉徴収又は年末調整において、非居住者である親族（以

下「国外居住親族」といいます。）に係る扶養控除、配偶者控除、障害者控除（以下「扶養控除等」といいます。）

又は配偶者特別控除の適用を受ける場合には、「親族関係書類」及び「送金関係書類」を源泉徴収義務者

に提出又は提示する必要があります。

（注）　１　「非居住者」とは、居住者（国内に住所を有し、又は現在まで引き続いて１年以上居所を有する個人）以外の個  
　人をいいます。

　　　２　「国外居住親族」とは、給与所得者の扶養控除等（異動）申告書に記載された控除対象扶養親族、控除対象配偶者、
　同居特別障害者、その他の特別障害者又は特別障害者以外の障害者であって非居住者である親族又は給与所得者の配
　偶者特別控除申告書に記載された配偶者であって非居住者である配偶者をいいます。

○　親族関係書類の提出又は提示

　　給与等の源泉徴収において、国外居住親族に係る扶養控除等の適用を受ける給与所得者は、その適用

　を受ける旨を給与所得者の扶養控除等（異動）申告書（以下「扶養控除等（異動）申告書」といいます。）

　に記載（「非居住者である親族」欄に○印を付す等）した上で、その申告書に「親族関係書類」を添付

　して源泉徴収義務者に提出するか、又はその申告書の提出の際に「親族関係書類」を提示する必要があ

　ります。

　（注）　扶養控除等（異動）申告書に記載された国外居住親族の扶養控除等については、その国外居住親族に係る親族関係
書類が提出又は提示された後、最初に支払われる給与等の源泉徴収から適用されます。

２　国外に居住する親族に係る扶養控除等の適用

１月から３月までの間に支払われた給与に含ま
れる課税対象となった通勤手当のうち、新たに
非課税となる部分の金額について、その金額と
計算根拠を記載します。

給料・手当等の総支給金額から新たに
非課税となった金額を差し引いた金額
を記載します。

非課税となる通勤手当
　　×× , ×××円

（○ , ○○○円 × △か月）
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≪親族関係書類≫

　次の①又は②のいずれかの書類で、国外居住親族がその給与所得者の親族であることを証するもの

をいいます（その書類が外国語で作成されている場合には、その翻訳文を含みます。）。

①　戸籍の附票の写しその他の国又は地方公共団体が発行した書類及び国外居住親族の旅券（パスポ

　ート）の写し

②　外国政府又は外国の地方公共団体が発行した書類（国外居住親族の氏名、生年月日及び住所又は

　居所の記載があるものに限ります。）

（注）１　親族関係書類は、国外居住親族の旅券の写しを除いて、原本の提出又は提示が必要です。

　　２　外国政府又は外国の地方公共団体が発行した書類とは、国外居住親族の氏名、生年月日及び住所又は居所が
記載されている書類で、国外居住親族がその給与所得者の親族であることを証するものをいい、たとえば次の
ような書類が該当します。

　　　　①戸籍謄本その他これに類する書類　②出生証明書　③婚姻証明書

　　 ３　１つの親族関係書類ではその給与所得者の親族であることが確認できない場合であっても、複数の書類を組
　　　 み合わせることにより、給与所得者の国外居住親族であることが確認できるのであれば、国外居住親族に係る
　　　 扶養控除等又は配偶者特別控除を適用することができます。

≪送金関係書類≫

　次の書類で、給与所得者がその年において国外居住親族の生活費又は教育費に充てるための支払を、

必要の都度、各人に行ったことを明らかにするものをいいます（その書類が外国語で作成されている

場合には、その翻訳文を含みます。）。

①　金融機関の書類又はその写しで、その金融機関が行う為替取引によりその給与所得者から国外居

　住親族に支払をしたことを明らかにする書類

②　いわゆるクレジットカード発行会社の書類又はその写しで、国外居住親族が、そのクレジットカー

　ド発行会社が交付したカードを提示してその国外居住親族が商品等を購入したこと等によりその商

　品等の購入等の代金に相当する額をその給与所得者から受領したこと等を明らかにする書類

○　送金関係書類の提出又は提示

　　年末調整において、国外居住親族に係る扶養控除等の適用を受ける給与所得者は、扶養控除等（異動）

　申告書の「生計を一にする事実」欄にその国外居住親族に対して送金等をした金額を記載した上で、そ

　の申告書に「送金関係書類」を添付して源泉徴収義務者に提出するか、又はその申告書の提出の際に、「送

　金関係書類」を提示する必要があります。

　　また、非居住者である配偶者に係る配偶者特別控除の適用を受ける給与所得者は、給与所得者の配偶

　者特別控除申告書（以下「配偶者特別控除申告書」といいます。）にその旨を記載した上で、その申告

　書に「親族関係書類」及び「送金関係書類」を添付して源泉徴収義務者に提出するか、又はその申告書

　の提出の際に「親族関係書類」及び「送金関係書類」を提示する必要があります。

※　国税庁ホームページ（www.nta.go.jp）には、「国外居住親族に係る扶養控除等の適用について」及び「国外居住親族に係る扶養控
　除等Ｑ＆Ａ」を掲載していますので、そちらもご覧ください。

　給与の支払者に対して提出する年末調整関係書類のうち、次に掲げる申告書については、平成２８年４

月１日以後に提出するものからマイナンバー（個人番号）の記載が不要とされています。

①　給与所得者の保険料控除申告書

②　給与所得者の配偶者特別控除申告書

③　給与所得者の（特定増改築等）住宅借入金等特別控除申告書

（注）１　給与の支払者が上記①から③の申告書を受理した際に、給与の支払者が個人である場合には、これらの申告書に
　　　　自らのマイナンバー（個人番号）を付記する必要はありません（給与の支払者が法人である場合には法人番号を付

３　年末調整関係書類に係るマイナンバー（個人番号）の記載を不要とする見直し
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　所得税の源泉徴収義務者は、平成２５年１月１日から平成４９年１２月３１日までの間に生ずる所得について源

泉所得税を徴収する際、復興特別所得税を併せて徴収し、源泉所得税の法定納期限までに、その復興特別

所得税を源泉所得税と併せて国に納付しなければなりません。

（注）　  租税条約の規定により、所得税法及び租税特別措置法に規定する税率以下の限度税率が適用される場合には、復興

特別所得税は課されません。

　このため、年末調整において年税額を計算する際にも、復興特別所得税を含めた年税額（以下「年調年

税額」といいます。）を算出する必要があります。

　なお、毎月の給与や賞与については、税務署から配布している源泉徴収税額表に基づき、所得税及び復

興特別所得税の合計額を源泉徴収することができます。

○　年調年税額の計算方法

　　年調年税額は、算出所得税額から（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額を控除した後の税額（年

調所得税額）に１０２.１％を乗じて算出します（１００円未満の端数は切り捨てます。）。

４　復興特別所得税の計算

○　注意

　　平成２４年分以前の源泉徴収簿や、復興特別所得税に対応していない給与計算ソフト等の使用は、復興

特別所得税の徴収漏れの原因となりますので、注意してください。

【源泉徴収簿の年末調整欄を使用した計算】
 
 
 
調
 
 
 
 
 
 
整 

（1,000円未満切捨て） 

（ 特 定 増 改築等）住宅借入金等特別控除額  

年調所得税額（⑲－⑳、マイナスの場合は 0） 

年 調 年 税 額 （  × 1 0 2 . 1 % ） 

差 引 超 過 額 又 は 不 足 額（ －⑧） 

本年最後の給与から徴収する税額に充当する金額 

未払給与に係る未徴収の税額に充当する金額 

差 引 還 付 す る 金 額（ － － ） 

本 年 中 に 還 付 す る 金 額  

翌 年 に お い て 還 付 す る 金 額  

本 年 最 後 の 給 与 か ら 徴 収 す る 金 額  

翌 年 に 繰 り 越 し て 徴 収 す る 金 額  

（⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯）
差引課税給与所得金額（⑨－⑰） 
及び算出所得税額 

○ 22

○ 21

○ 23 ○ 24 ○ 25

○ 19

○ 20

○ 21
（100円未満切捨て） 

⑱ 

超 過 額 

の 精 算 

不 足 額 

の 精 算 

同上の 

うち 

○ 22

○ 23

○ 24

○ 25

○ 26

○ 27

○ 28

○ 29

○ 30

164,100

140,000

24,100

24,600

123,282

122,804
122,804

2,616,000

　「年調所得税額㉑」欄の金額に 102.1％を乗じて、復
興特別所得税を含む年調年税額を算出します（100円未
満の端数は切り捨てます。）。

㉑× 102.1％

５　平成29年から適用される主な改正事項

平成２９年から、扶養控除等（異動）申告書等に記載するマイナンバー（個人番号）に関する改正及

び源泉徴収税額表の改正が行われています。

詳しくは、７２ページをご確認ください。

　　　　　記する必要があります。）。

　　２　平成２６年分の所得税の確定申告で（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の適用を受けた者については、税
務署から個人番号欄のある「給与所得者の（特定増改築等）住宅借入金等特別控除申告書」が送付されていますが、
上記のとおりマイナンバー（個人番号）を記載する必要はありませんので、ご注意願います（３８ページを参照
してください。）。
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